
更別村ふるさと館管理条例 

（趣旨） 

第１条　この条例は、更別村公園設置条例（平成５年更別村条例第11号）

第３条第２項の規定に基づき、更別村ふるさと館（以下「ふるさと館」

という。）の管理について、必要な事項を定める。 

（施設の目的） 

第２条　ふるさと館は、地域住民の生活文化活動、体験農園や農産加工等

農業を通した研修及び交流等の用に供し、もって若者定住と交流の促進

に寄与することを目的とする。 

（使用許可） 

第３条　ふるさと館を使用する者は、あらかじめ村長の許可を受けなけれ

ばならない。 

２　村長は、前項の許可を与える場合において、ふるさと館の管理運営上

必要があるときは、その使用について条件を付することができる。 

（使用の不許可） 

第４条　村長は、次の各号の一に該当すると認めたときは、ふるさと館の

使用を許可しないことができる。 

（１）　公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

（２）　ふるさと館及びその設備備品を損傷又は滅失するおそれのある

とき。 

（３）　集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある組

織及びその構成員の利益になると認められるとき。 

（４）　その他ふるさと館の管理運営上適当と認め難いとき。 

（使用料） 

第５条　使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表に掲げ

る使用料を納付しなければならない。 

 （使用許可の取消） 

第６条　次の各号の一に該当するときは、村長は、その使用許可の条件を

変更し、又は使用を停止し、若しくは使用の許可を取消すことができる。

この場合、使用許可の取消しにより生じる損害は補償しない。 



（１）　使用者が使用許可の条件に違反したとき。 

（２）　公益上、又はふるさと館の運営上止むを得ない理由が生じたと

き。　 

（使用料の減免） 

第７条　村長は、公益上その他特に必要と認めるときは、使用料の全部又

は一部を減免することができる。 

（使用料の還付） 

第８条　使用料は還付しない。ただし、村長が特別な理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（損害賠償） 

第９条　使用者は、その使用により建物、付属施設若しくは備付物件を破

損し、又は滅失したときは、村長の定める損害額を賠償しなければなら

ない。 

２　村長は、使用者がふるさと館を使用中、その施設が通常有すべき安全

性を欠いていた場合を除き、事故についてはその責に応じない。 

（職員） 

第10条　ふるさと館には、必要な職員を置くことができる。 

（指定管理者による管理） 

第11条　村長は、ふるさと館の管理について必要があると認めるときは、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する法人そ

の他の団体（以下「指定管理者」という。）に行わせることができるもの

とする。 

２　前項の規定によりふるさと館の管理を指定管理者に行わせる場合は、

第３条、第４条及び第６条から第９条までの規定中「村長」とあるのは、

「指定管理者」、第５条、第７条、第８条の規定及び別表中「使用料」と

あるのは「利用料金」と、前条の見出し中及び規定中「職員」とあるの

は「指定管理者の職員」と読み替えるものとする。 

（指定管理者の業務） 

第12条　指定管理者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

（１）　ふるさと館の施設の維持及び修繕に関する業務 



（２）　ふるさと館の利用の許可に関する業務 

（３）　ふるさと館の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関

する業務 

（４）　ふるさと館の安全使用に関する業務 

（５）　前各号に掲げるもののほか、指定管理者がふるさと館の管理上

必要と認める業務 

（利用料金） 

第13条　第５条の規定にかかわらず、第11条第１項の規定によりふるさと

館の管理を指定管理者に行わせる場合は、利用者は、指定管理者にふる

さと館の利用料金を納付しなければならない。 

２　利用料金は、別表に掲げる金額の範囲内において指定管理者が、あら

かじめ村長の承認を得て定めるものとする。利用料金を変更しようとす

るときについても同様とする。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第14条　指定管理者は、法令並びに更別村公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例（平成17年更別村条例第19号。以下「指定管理条

例」という。）、同条例に基づく規則及び同条例第８条の規定に基づき締

結する協定に従い、ふるさと館の管理を行わなければならない。 

　（目的の達成） 

第15条　指定管理者は、飲食物の提供、物品の販売及び宣伝その他ふるさ

と館の設置目的を効果的に達成するため、必要な事業を行うことができ

る。 

（原状回復義務） 

第16条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定管理条

例第10条第１項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理し

なくなったふるさと館を速やかに原状に回復しなければならない。ただ

し、村長の承認を得たときは、この限りでない。 

（個人情報の保護） 

第17条　指定管理者は、ふるさと館の管理に当たって保有する個人情報（個



人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定

する個人情報をいう。次項において同じ。）の取扱いについては、同法第

66条第２項の規定により準用する同条第１項の規定により指定管理者が

講ずる安全管理措置を確実に実施するものとする。 

２　ふるさと館の管理の業務に従事している者又は従事していた者は、業

務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならない。 

（委任） 

第18条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

  

附　則 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附　則（平成９年条例第35号） 

この条例は、平成10年４月１日から施行する。 

附　則（平成11年条例第26号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附　則（平成17年条例第41号） 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附　則（令和元年条例第15号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附　則（令和４年９月14日条例第21号） 

（施行期日） 

１　この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２　この条例の施行の際現にあるこの条例による改正前の更別村ふるさと

館管理条例の規定により発行された共通回数券は、この条例の施行後に

おいても、更別村ふるさと館及び更別村福祉の里総合センター設置条例

（平成16年更別村条例第３号）に規定する更別村福祉の里総合センター

の個人使用に限り使用することができる。 

３　この条例の施行の際現にあるこの条例による改正前の更別村ふるさと



館管理条例の規定により発行された共通回数券については、未使用分が

あっても現金による還付をしない。 

附　則（令和８年９月11日条例第18号） 

（施行期日） 

１　この条例は、令和８年10月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　指定管理者に更別村ふるさと館の管理を行わせるときは、当該管理を

行わせることとなる日（以下「管理開始日」という。）前に村長がした使

用の許可及び処分については、管理開始日以後におけるこの条例による

改正後の更別村ふるさと館管理条例の相当規定に基づいて指定管理者が

した使用の許可及び処分とみなす。 


